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株式会社シティインデックスイレブンスから 2023年 1月 12日付で送付された当社取締役

会に対する書簡及び株式会社シティインデックスイレブンスが同日付で公表したプレスリ

リースについての当社見解に関するお知らせ 

 

当社は、株式会社シティインデックスイレブンス（以下「シティインデックスイレブン

ス」といいます。）から 2023 年 1 月 12 日付で書簡（以下「本書簡」といいます。）を受

理しました（本書簡の内容につきましては、添付別紙 2 をご参照ください。）。また、シ

ティインデックスイレブンスは、同日、自らのホームページにおいて、「コスモエネル

ギーホールディングス株式会社による大規模買付行為等への対応方針の導入に対する弊社

らの考え方について」と題するプレスリリース（以下「本プレスリリース」といいま

す。）を公表しております。本書簡及び本プレスリリースには、当社株主の皆様の誤信を

誘起しかねない、事実とは異なる記述が含まれていたため、当社は、本日、本書簡及び本

プレスリリースに対する当社の見解を記載した添付別紙 1 の書簡をシティインデックスイ

レブンスに送付しましたので、当社の株主の皆様に対する適切な情報提供の観点から、お

知らせいたします。 

 

以上 

 

 

 



2023年1月17日

株式会社シティインデックスイレブンス

代表取締役福島 啓修 様

コスモエネルギ ーホ ールディングス株式

代表取締役社長桐山

拝啓益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

1月12日付の書簡（以下「本書簡」といいます。）を拝領し、 当社取締役ー 同にて共有

いたしました。 また、 貴社が自らのホ ー ムペ ー ジにおいて公表されました「コスモエネル

ギ ー ホ ールディングス株式会社による大規模買付行為等への対応方針（以下「本対応方

針」といいます。）の導入に対する弊社らの考え方について」と題するプレスリリース

（以下「本プレスリリース」といいます。）を拝見いたしました。 本書節及び本プレスリ

リースには、 当社株主の皆様の誤信を誘起しかねない、 事実とは異なる記述が含まれてお

り、 何故、 貴社がこのような印象操作とすら呼び得る情報発信をされたのか、 当社として

は強い疑念を禁じ得ません。

とりわけ、 貴社が2023年3月に予定している当社の第7次中期経営計画の公表を待って

今後の対応方針を決定すると述べている点に関する経緯は、 貴社と当社との対話における

事実関係と全く異なっており、 看過しがたいものです。 当社は、 2023年1月6日の貴社と

の面談の場で、 中長 の企 価値向上策について真摯に説明を試みたものの、 社側から

出席した村上世彰 （レ
‘

下「村上氏」といいます。）は、 当社からの説明を威圧 な言動

で再三再四にわたって遮り、 「結構です。 りません」、 「（自己 買いを）やるんです

か、 やらないんですか、 どっちですか」、 「(3 月の中 経営計画の公表まで20%P上の

買い増しを）待てません 、 「中計まで待つ意味は僕らにとってnの意味になるんです

か」といった発言を繰り返した経緯があります。 このような貴社の姿勢は、 投資家株主と

発行会社との「建設的な対話」を通じて、 発行会社の中長期的な企業価値の向上と持続的

な成長の実現及び投資家の中長期的なリタ ーンの実現を図るスチュワ ー ドシップ ・ コー ド

及びコー ポレー トガバナンス・ コー ドが求める在り方とは著しくかけ離れたものであり、

当社としては、 不本意ながら、 当社の中長期的な企業価値及び株主の皆様共同の利益の毀

損を防ぐため、 本対応方針の導入を行わざるを得ませんでした。 なお、 当社が2023年1月

11 日に公表した本対応方針の導入に関するプレスリリースの内容につきましては、 当社の

独立社外取締役4名(4名はいずれも本対応方針における独立委員会の委員に就任してお

ります。）の意思確認も経たたうえで、 当社取締役全員の賛成によって決議されておりま

す。

以下、 当社の株主の皆様に適切な情報をご提供する観点から、 事実関係について改めて

＜別紙 1 当社がシティインデックスイレブンスに送付した書簡＞ 







2023 年 1 月 12 日

コスモエネルギー ホ ールディングス株式会社

取締役会 御中

株式会社シティインデックスイレブン

代表取締役 福島啓

拝啓

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

貴社が昨日付けで適時開示を行った「株式会社シティインデックスイレブンスらによる当

社の株券等を対象とする大規模買付行為等が行われていることに基づく当社の会社支配に関

する基本方針及び当社の株券等の大規模買付行為等に関する対応方針の導入に関するお知ら

せJ （以下 「本リリース」といい、 本リリース記載の対応方針を 「本買収防衛策」といいま

す。）及び弊社らに対する昨日付け 「当社が導入した対応方針の遵守及び大規模買付行為等

趣旨説明書の提出の要請」を拝見しました。

弊社らは、 貴社が導入を決定された本買収防衛策は、 貴社株式を保有する株主の株主価値

を毀損するものであり、 貴社株価がPBRl倍以上を大きく割れて割安な状態にある以上、 貴

社経営陣の皆様は買収防衛策を導入するのではなく、 株主価値向上に最善を尽くすべきであ

ると考えております。 上場企業における最大の買収防衛策は、 株主価値向上です。 桐山代表

取締役社長は村上世彰との面談の際に、 「弊社株式は最低でも 4500 円以上の価値がある。」

とおっしゃいました。 現在の株価は原油価格の下落に由来するものではありますが、 貴社が

今後中期経営計画を通して徹底的な株主価値向上を実現することは可能であり、 経営者の保

身のための買収防衛策を考えるよりも株主価値の向上に真剣に取り組んでいただきたいと考え

ます。加えて、本リリースには事実に反する記述があり、弊社らとして納得できるものではあ

りませんが、 弊社らは、 本買収防衛策所定の手続きを経ることなく貴社株式を買い増す予定

はありません。なお、弊社及び弊社の共同保有者は、本日現在、貴社株式を合計で 17,680,525

株保有しております。

弊社としましては、 貴社の大株主として、 貴社の必要な自己資本及び株主価値向上につい

ての建設的な対話を今後も継続して行っていきたいと考えております。

また、 弊社は、 添付のプレスリリースを行う予定ですが、 貴社が本年 3 月発表予定の第 7

次中期経営計画についての弊社の考えは、 当該プレスリリー スに記載のとおりです。

敬具

ー

＜別紙 2  本書簡＞ 




